
兵庫県における総合治水の取組み

兵庫県総合治水課

資料１
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兵庫県の総合治水の取組み ＜概要＞

○兵庫県では、平成24年4月に都道府県初の「総合治水条例」を施行。市町、県民等と協働して、県下11地域毎に策定した「地域総合治水推進計画に
基づき、河川や下水道を整備する「ながす」対策、校庭やため池などを活用し雨水を一時的に貯留・浸透させて流出を抑える「ためる」対策､浸水した場
合でも被害を小さくする「そなえる」対策を組み合わせた「総合治水」に流域全体で取組んできました。
○「地域総合治水推進計画」策定から概ね10年間が経過したことから、これまでの取組み実績を整理したうえで計画改定を行い、関係者と連携しながら
更なる総合治水の推進に取組んでいきます。

●ためる（流域対策）

・開発行為に伴う調整池の設置及び保全(条例による義務化)

・ため池、校庭、水田等での雨水貯留浸透機能の確保

・既存ダムにおける事前放流等の実施

・遊水機能の維持

・森林の整備及び保全[災害に強い森づくり(県民緑税)等] 等

●ながす（河川下水道対策）

・堤防整備、河道掘削、橋梁・井堰改築

・洪水調節施設整備、ダム再生

・下水道(雨水対策)の整備、ポンプ場整備 等

●そなえる（減災対策）

・県管理全680河川の洪水浸水想定区域図(想定最大規模降雨)の作成

・ハザードマップの作成・高度化

・水位計・監視カメラ・水位標の設置

・市町への水位予測情報の発信

・マイ避難カード、マイ・タイムラインの作成

・防災学習・訓練の実施

・建物等の耐水機能の確保･維持(敷地の嵩上げ､電気設備の高所設置等)

・兵庫県住宅再建共済制度(ﾌｪﾆｯｸｽ共済)の加入促進 等

総合治水(地域総合治水推進計画)

推進計画の策定地域

兵庫県

●法華山谷川緊急治水対策

●船場川洪水調節施設

姫路競馬場 洪水時：貯留

平常時：サッカー場

●ため池貯留（事前放流）

●水田貯留（たんぼダム） ●校庭貯留 ●森林の整備及び保全(県民緑税の導入)

●兵庫県ＣＧハザードマップ

●模型による防災学習（出前講座）

●フェニックス共済

～県・市町・県民が協働して「総合治水」を推進～

●河川監視カメラの拡充

2



指標 H24（条例施行時） R4年度末

河川改修率 56.8% 60.1%

指標 H24（条例施行時） R4年度末

雨水貯留容量 － ＋ 約1,100万m3

既存ダムの治水活用 － ＋ 約6,100万m3

指標 H24（条例施行時） R4年度末

洪水浸水想定（想定最大） － 680河川

河川ライブカメラ 124箇所 332箇所

フェニックス共済加入率 8.5% 9.5%

河川下水道対策

流域対策

減災対策

総合治水の取組み ＜条例制定（H24）以降の取組み概要＞ 兵庫県

条例制定後の取組みにより、河川下水道対策、流域対策、減災対策は着実に進捗したが、
河川下水道対策は未だ途上であり、多大な時間と費用が必要
気候変動による降雨量増大を踏まえ、更なる総合治水の推進が不可欠

3



1792.1

1802.5

1808.8

1820.4

1864.5

1870.1

1881.7

1885.4

1888.5

1891.6
1893.7

1897.5

56.8
57.1

57.3
57.6

59.0 59.2
59.6

59.7 59.8 59.9 59.9
60.1

55.0

56.0

57.0

58.0

59.0

60.0

61.0

1700

1750

1800

1850

1900

1950

2000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

改修済み延長 改修率

河川対策

下水道対策

京口排水ポンプ場（丹波篠山市）
平成30年6月完成

安取雨水ポンプ場（加東市）
平成31年2月完成

間の川ポンプ場（高砂市）
平成30年3月完成

兵庫県

糸引公園雨水貯留施設（姫路市）
令和元年7月完成

（㎞） （％）

（年度末）

※改修率とは、以下のア、イに相当する降雨を安全に流下させることが可能な区間
ア：流域面積200㎢以上の河川（武庫川、市川等14河川）⇒概ね30年に1度の降雨
イ： 〃 未満の河川（上記以外666河川） ⇒概ね5～10年に1度の降雨

総合治水
条例施行

ながす■河川下水道対策
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事業期間：平成23年～
事業概要：低水路拡幅、河床掘削、橋梁架替等
目 的：河口からJR東海道本線下流までの約5.0kmの流下能力を向上（2,600m3/s→3,300m3/s）させ、

戦後最大洪水（S36.6）の洪水を安全に流下させる。

武庫川（下流部築堤区間）河川改修（事業実施中）

ながす■河川下水道対策

低水護岸工事河床掘削工事

河床掘削によって既設護岸の基礎が露出する
ため低水護岸を新しく造り替えています。

臨港線（南武橋）は水深浅いので、小型の浚渫
船を用いて河床掘削を実施しています。
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事業期間：平成25年～平成29年
事業概要：護岸、掘削、JR橋梁基礎補強
目 的：当該工区（L=600m）の流下能力を2,400m3/sに向上させ、

年超過確率1/30規模の洪水を安全に流下させる。

市川（JR橋梁工区）河川改修（完了）

ながす■河川下水道対策

実施後実施前

断面

低水路拡幅前
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事業期間：平成21年～平成28年
事業概要：延長約55km
目 的：当該工区下流の河口～上郡町上郡の流下能力（計画規模1/17）と同等規模の洪水を

安全に流下させる。

千種川（緊急河道対策）河川改修（完了）

ながす■河川下水道対策

改修状況（空撮）

改修イメージ

川幅が約２倍に！

拡幅

千種川（河野原）

改修状況

着工前 現状（完成）

千種川（徳久）

佐用川（久崎）

着工前 現状（完成）

佐用川・千種川(久崎)
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事業期間：平成20年～平成30年
事業概要：調整池整備
目 的：（普）増位川合流点で 20m3 /s の洪水調節を実施させる。

船場川調整池（完了）

ながす■河川下水道対策

洪水調節のイメージ

実施後

事業概要

年超過確率1/15規模の洪水による浸水被害を
防ぐため姫路競馬場内のグラウンドを掘り下げ
て12万m3を一時的に貯留できる洪水調節池を
整備した。

洪水時

通常時
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事業期間：平成28年～
事業概要：地下貯留管1.7km
目 的：年超過確率1/20規模の洪水から人命、資産等を守る。

津門川河川改修（事業実施中）

ながす■河川下水道対策

事業概要

現在の津門川地下空間に地下貯留管を1.7km
整備する。
現状は、令和3年度より放流立坑を掘削し、令
和４年度より地下貯留管の工事を着手してい
る。今後は、地下貯留管完成後に流入立坑の
掘削工事を実施する。

現状
（地下貯留管内部状況）

施工位置・地下貯留管イメージ

9



事業期間：平成21年～
事業概要：JR橋梁改築、河道拡幅
目 的：当該工区（L=600m）の流下能力を1,000m3/sに向上させ、

昭和20年阿久根台風と同規模の洪水による床上洪水を解消させる。

明石川（下流工区）河川改修（事業実施中）

ながす■河川下水道対策

完成断面イメージ

事業概要

流下能力を向上させるため、JR橋梁の改築を
実施しながら右岸側の河道を拡幅する。
現状は、JRとの協議が整い、令和元年より仮設
工事を実施している。

実施前
（平成30年7月豪雨）

現況
（JR橋梁仮設状況）
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事業期間：平成29年～
事業概要：井堰改築2箇所、河床掘削
目 的：杉原川の流下能力を600m3/sに向上させ、

平成16年10月洪水（台風第23号）と同程度の洪水を安全に流下させる。

杉原川河川改修（事業実施中）

ながす■河川下水道対策

事業概要

杉原川の流下断面を拡大するため、平成29年
度から沖田井堰・和田井堰の改築工事に着手
し、令和５年６月に通水式を実施しました。
今後は河床掘削を進め、流下能力の向上させ
ます。

実施前
（平成23年台風12号）

井堰改築イメージ

現況
（井堰改築完成）
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事業期間：平成２年～平成30年
事業概要：重力式コンクリートダム（ダム高62.3m、総貯水容量4,700千m3）
目 的：鞍居川沿川の洪水被害を防除し、河川環境の保全等に必要な維持流量の確保及び

既得かんがい用水等の安定化を図る。
効 果：治水基準点（千種川合流点：建武橋）における河川整備計画(案)の目標流量（H16.9台風21号

実績、治水安全度約1/10）420m3 /sのうち、70m3 /sの洪水調節が可能となる。

金出地ダム（完了）

ながす■河川下水道対策

全景写真流量配分図

容量配分図
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事業期間：平成6年～平成27年
事業概要：重力式コンクリートダム（ダム高26.7m、総貯水容量383千m3）
目 的：滝の尻川沿川の洪水被害を防除し、河川環境の保全等に必要な維持流量の確保及び

既得かんがい用水等の安定化を図るとともに、丹波篠山市に対して新たに日量1,000m3 の
水道用水の取水を可能にする。

効 果：治水基準点（竹田川合流点：滝の尻橋）における河川整備計画の目標流量（治水安全度1/30）
55m3 /sのうち、18m3 /sの洪水調節が可能となる。

栗柄ダム（完了）

ながす■河川下水道対策

全景写真流量配分図

容量配分図

標高286.8ｍ
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■流域対策 ためる

○校庭貯留 95校
(県立17、市町立78) 68,300㎥

○公園貯留 49箇所
（県立３、市町立46） 83,000㎥

○ため池貯留 15箇所
759,000㎥

※1年を通して治水活用するため池

○ため池事前放流
610箇所 5,107,000㎥

※豪雨前の事前放流や台風期に期間放流す
るため池

○水田貯留
約8,540ha 4,270,000㎥

※882団体（38市町）に田んぼダム用セキ板
約4万枚配布
※セキ板高さ0.1m、転作率1/2として計算

○各戸貯留
約3,700基 560㎥

※23市町1組合の助成実績
※150㍑/基として計算

○重要調整池
124箇所 1,047,000㎥

※総合治水条例施行以降に1ha以上の開発
にともなって設置した調整池

○災害に強い森づくり事業
約23,000ha

※貯留量は算出しませんが、森林・里山整備
は洪水防止・土砂の流出防止等の効果があ
ります。

その他、透水性舗装、雨水浸透ます、地下貯留、駐車場貯留等の取組を行っています。
計 11,334,860㎥

①グラウンドでためる

②ため池でためる

③水田でためる

④タンクでためる

⑤土や緑が減ったかわりに池をつくってためる

⑥森をまもってためる

令和５年５月末時点
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ためる

本来は利水目的（水道、農業、工業、発電）の容量を利水者の協力を得て、降雨前にあらかじめ放流し洪水
を貯留する（約6,100万m3）

■流域対策（既存ダムの治水活用）
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整 備 内 容

V=1,800㎥

■校庭貯留、駐車場地下貯留 ためる

豊岡総合高校、豊岡総合庁舎

V=900㎥

駐車場地下貯留（豊岡総合庁舎）校庭貯留（豊岡総合高校）

平常時

樹脂製貯留槽

平常時 貯留状況

事業期間：平成28年度～平成29年度
事業概要：校庭貯留（豊岡総合高校）V=900m3 、駐車場地下貯留（豊岡総合庁舎）V=1,800m3

目 的：確率降雨1/5の雨に対して一時的に貯留し、流出抑制を実施することにより周辺市街地の
浸水被害を防止する

樹脂製
貯留槽

【埋設】
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■ため池の治水活用 ためる

洪水吐改良

三田市（平井の池）

概 要：洪水吐の改良や事前放流設備の整備により、ため池の治水活用を実施
平井の池（三田市）V=8,775m3 、宮池（淡路市）V=19,500m3

平井の池（三田市）、宮池（淡路市）

事前放流設備の整備

淡路市（宮池）
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■田んぼダム ためる

概 要：水田管理者に堰板の配布や普及啓発を行い、田んぼダムによる雨水の流出抑制を促進
（田んぼダム用セキ板を約4万枚配布)

赤穂市

全県
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■災害に強い森づくり ためる

事業概要：兵庫県では平成18年度から「県民緑税」を導入し、森林の防災面での機能強化を早期・確実に
進めるために、「災害に強い森づくり」に取り組んでいる（本数調整伐、土砂・流木止め、混交林
整備等）。
(災害に強い森づくり 令和３～７年度 約８千７百ha）

間伐木を利用した土留工整備事例（養父市）

全県
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整 備 内 容

■既存ダムの治水活用 ためる

千苅ダム、名塩ダム

千苅ダム 名塩ダム

事業期間：
事業概要：
工事概要：

H30～R4 年度
７～９月の３ヶ月間、最大約１００万m3を治水活用
表層放流設備 二段式ゲート１門 他

事業期間：
事業概要：
工事概要：

H30～R3 年度
通年で、約37,000m3を治水活用
洪水吐改良、既存ゲート撤去
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■減災対策 そなえる

逃げる 的確な避難のための啓発
等

守る
・情報提供体制の充実
・水防体制の強化 等

備える・水害に備えるまちづくり
・水害からの復旧の備え 等

水害リスクの認識向上
等

知る

出前講座の様子 防災教育教材の提供

作成の様子

手作りハザードマップ

河川ライブカメラの画像
をホームページで公開

民間病院の
耐水化（佐用町）

水防技術講習会

兵庫県住宅再建共済制度
（フェニックス共済）
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■総合治水の普及啓発 そなえる

概 要： 出前講座、総合治水企画展等による普及啓発や小中学校、高校等への防災教育教材の提供を
継続的に実施 （Ｒ４年度実績 約6,000人［75回］)

防災教育教材の提供総合治水企画展による普及啓発出前講座
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■河川ライブカメラ画像の発信の拡充 そなえる

概 要：河川、ダム、水門のライブカメラの画像発信を124箇所から332箇所（＋208箇所）に拡充
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■洪水浸水想定 そなえる

概 要：想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図の作成・公表
（県管理97水系680河川全てで作成・公表済み）

淀川水系猪名川の事例（川西市）
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■兵庫県住宅再建共済制度の加入促進 そなえる

概 要：阪神・淡路大震災での経験・教訓を踏まえ、災害後の速やかな住宅再建を支援するため、小さな
負担で（年額5000円）で大きな安心（最大600万円）を確保できる「兵庫県住宅再建共済制度（フェ
ニックス共済）」を創設 （加入率：8.5%→9.5%)
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